
○予算繰越（当該年度の前年度からの繰越額）

単位：百万円
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平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

①委託先や請負業者との連絡を密に取り、事業が適正に実施されるよう努めた。また、委託先における資金の使途に
ついても精算報告書により確認している。
②検討会の開催や現地調査時などの機会を通じて業務実施状況を把握している。また、こういった際に請負業者との連
絡調整、協議を行い、必要な指導及び助言を行っている。
③検討会の開催や現地調査時などの機会を通じて業務実施状況を把握している。また、こういった際に請負業者との連
絡調整、協議を行い、必要な指導及び助言を行っている。

関係する計
画、通知等

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45
年法律第137号）第12条第1項（産業廃棄物処理

基準）等
－

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室
産業廃棄物課、

適正処理・不法投棄対策室

上位政策

産業廃棄物課長
坂川勉

22年度 23年度要求

総事業費(執行ベース) 68

19年度 20年度 21年度

執行額 68

予算額(補正後） 63

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

　一部改善

　(ＵＮＥＰにおける条約制定・ＩＮＣ設置等の国際的取組、新型インフルエンザに代表される新興感染症や在宅医療廃棄物の適正
処理等、取り組むべき事案はあるが、事業内容を重点化すること等により適正な事業規模での契約・執行に努めるべき。)

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

　廃棄物処理に係る諸基準の点検においては、過去の処理行為による影響の発生の有無や廃棄物処理技術の進歩を
十分に把握し生活環境の保全の観点を踏まえ適切に検討を行う必要がある。また、資源循環の推進や国際的な取り組
みなども踏まえた施策形成が必要となる。さらに、廃棄物処理に係る技術的課題については、緊急に対応を講じるべき
必要性が生じる場合もあり、今後も臨機応変に重要課題に対処していくことが肝要である。これらを踏まえ、重要課題に
応じた事業の重点化、効率化を図る必要がある。
　なお、有害物質の適正処理に関する事業について、環境中で有害性等が懸念される化学物質等の廃棄に伴うリスク
を低減し、有害物質による生活環境保全上の支障等の発生などの社会問題化の未然防止を図り、安心・安全な社会を
構築するよう、平成23年度以降の事業を見直すとともに、合理化手法を検討する。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

9891 104

事業番号 １２９

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(環境省)

予算事業名 作成責任者
事業開始
年度

廃棄物処分基準等設定費

執行率 75% 49% 98%

補
　
記

51 62

自
己
点
検

①産業廃棄物処理施設及び周辺の定点把握調査、産業廃棄物処理施設状況調査を実施し、既存の廃棄物最終処分
場における処理及び維持管理等について実態把握を行った。
②安定型最終処分場の基準のあり方について専門家による検討会を４回開催し、基準改訂の方向性をまとめた。
③PFOS含有廃棄物の適正処理方策について、専門家による検討会を３回開催し、処理方策に係る技術的な留意事項
の取りまとめを進めた。

平成４年度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①既存産業廃棄物処理施設等に係る維持管理等の実態把握調査
②最終処分場に係る基準のあり方に関する検討調査
③有害廃棄物の適正処理方策に係る検討調査

産業廃棄物の適正処理の確保のため、廃棄物処理に係る技術の進歩や処理の実態、国際的な動向などの実態把握を
行うとともに、その成果を踏まえ、現行の産業廃棄物処理基準や、産業廃棄物処理施設の構造、維持管理に係る技術
上の基準について必要な見直しを行う。また、有害廃棄物の適正処理方策について必要な規制を行うことで健康被害
及び環境影響を未然に防止することを目的とする。

大臣官房廃棄物・リサイクル対策部

一般会計

担当部局庁

廃棄物・リサイクル対策の推進



　　

資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

環境省

６２百万円

A．北九州市

３６百万円
F．（株）経済立地研究所

２百万円

本事業が滞りなく確実かつ効果的に実施さ

れ、実効があがるよう請負者を管理・監督

【一般競争入札・請負費】【随意契約・委託費】

・産業廃棄物処理施設状況

調査業務

B.民間業者（5社)

２１百万円

・産業廃棄物処理施設周辺の

定点把握調査業務

･請負業務が確実かつ効果的

に実施されるよう請負業者を管

理・監督

･産業廃棄物処理施設周辺環

境状況分析等

【指名競争入札・請負費】

D．民間調査会社(2社）

２百万円

【少額随意契約・請負費】

【総合評価入札・請負費】

E．民間調査会社（２社）

２２百万円

・最終処分場に係る基準の

あり方検討調査業務

・POPｓ廃棄物適正処理調

査業務

・産業廃棄物統計調査にかかる統計

法等にもとづく申請書類作成業務

・POPｓ廃棄物国際的動向等調査業

C.民間業者（5社)

3百万円

･産業廃棄物処理施設周辺環境状況分

析等

【随意契約・請負費】



0計 1 計

使　途
金　額
(百万円）

雑役務費 統計法申請書類作成業務 1

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目

0

D.財団法人日本環境衛生センター H.

計 1 計

雑役務費 大気汚染常時監視業務委託 1

C.アンリツ株式会社 G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

2

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 7 計

産業廃棄物処理施設状況調査費 2

雑役務費 施設内環境調査業務 1

雑役務費 ダイオキシン類等測定業務 6 雑役務費

B.環境テクノス株式会社 F.株式会社経済立地研究所

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

14計 36 計

外注費 外部委託による分析業務 24 雑役務費

その他 借料、旅費、印刷製本、消耗品等 12

使　途
金　額
(百万円）

POPｓ廃棄物適正処理調査 14

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目

A..　北九州市 E.株式会社東和テクノロジー地研究所


